　介護休業の実施に関する規程
（目的）

第１条　この規程は、親族を介護する職員の継続的な勤務を確保し、もって業務の円滑な運営に資することを目的とする。

２　この規程に定めのないことについては、職員給与規程及び「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第７６号）その他関係法令の定めるところによる。
（介護休業の要件）
第２条　職員（嘱託職員を含む。）は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある職員及びその配偶者の２親等以内の親族（以下「対象家族」という。）を介護するため、介護休業をすることができる。
（介護休業の申出）

第３条　介護休業をしようとする職員は、別に定める様式に介護休業をしようとする期間の初日、末日等必要な事項を記入し、原則として介護休業を始めようとする日の２週間前までに、会長に対して申し出るものとする。
２　会長は、前項の規定による申出があったときは、別に定める場合を除き、これを拒むことができない。
（介護休業の期間）

第４条　介護休業の期間は、連続する１年の期間を限度として、第３条の規定により当該介護休業をしようとする期間の初日とされた日から当該介護休業の末日とされた日までとする。

２　前項の規定にかかわらず、介護休業の末日とされた日前に、次の各号に掲げるいずれかの事情が生じたときは、当該介護休業の期間は、当該事情が生じた日（第２号に掲げる事情が生じた場合にあってはその前日）に終了する。
　（１）介護休業中の職員が介護休業申出に係る対象家族を介護しないこととなったこと。

　（２）介護休業中の職員について産前産後休暇、育児休業又は新たな介護休業が始まったこと。
（介護休業の期間の延長）
第５条　介護休業をしている職員は、当該介護休業の期間の延長をすることができる。ただし、介護休業の期間の延長は、特別な事情がない限り、当該介護休業ごとに１回限りとし、両期間を通算して１年を超えることはできない。
２　前条の規定は、介護休業の期間の延長について準用する。
（職務復帰）
第６条　介護休業の期間が終了したとき、当該介護休業に係る職員は、職務に復帰するものとする。
（介護休業の効果）
第７条　介護休業をしている職員は、職員としての身分を保有するが、職務に従事しない。
２　介護休業をしている期間については、給与を支給しない。
（不利益取扱いの禁止）
第８条　職員は、介護休業を理由として、不利益な取り扱いは受けない。
（介護休業に伴う代替措置）

第９条　職員から第３条の規定による申出があった場合において、業務上必要があると認められるときは、その休業期間を限度として代替措置を講じることができることとする。

（情報提供等）

第１０条　介護休業をしている職員に対し、その休業の期間中、定期的に情報提供等を行うなどの措置を講じ、介護休業後の円滑な職務復帰が行われるよう配慮するものとする。
（実施の手続等）

第１１条　この規程に定めるもののほか、実施について必要な事項は別に定める。

（改正）
第１２条　この規程の改正は、理事会の決議を経て行うものとする。

附則
　　この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。
